
「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）は、トラックなどの自動車運転者について、労働時間等の労働条件の
向上を図るため、その業務の特性を踏まえ、すべての産業に適用される労働基準法では規制が難しい拘束時間（始業から終業までの時間（休
憩時間を含む。））、休息期間（勤務と勤務の間の自由な時間）、運転時間等の基準を、平成元年に大臣告示として制定。

・長時間労働、交通事故の増加
・路面運送における労働時間及び休息期間に関するＩＬＯ条約の
採択（昭和54年）

拘束時間、休息期間等の基準を定めた局長通達の策定（昭和54年）

中央労働基準審議会での関係労使の議論

※制定以降、法定労働時間が段階的に短縮し、週40時間制へ移行するに伴い、内容の見直しが行われ現在に至っている。

通達を大臣告示とすることで労使が合意し、
「改善基準告示」を策定（平成元年）

○ 拘束時間【始業から終業までの時間(休憩時間を含む)】：トラック…１か月293時間、バス…４週間平均で１週間65時間

タクシー…１か月299時間、トラック・バス・タクシー…原則１日13時間（最大で16時間）

○ 休息期間【勤務と勤務の間の自由な時間】：原則として継続8時間以上

○ 運転時間：トラック・バス…２日平均で１日９時間、トラック…２週間平均で１週間44時間、バス…４週間平均で１週間40時間

○ 連続運転時間：トラック・バス… ４時間以内 ※その他、分割休息期間、2人乗務、隔日勤務、フェリー乗船の場合の特例有り。

労働時間等の改善を定めた局長通達の策定（昭和42年）

制定の経緯

内 容

施 行

労働基準監督署

国土交通省との連携

国土交通省の取組

関係労使の自主的改善努力と労働基準監督官の臨検監督等による指導
（平成30年 自動車運転者を使用する事業場への監督指導･･･6,531件 改善基準告示違反率･･･61.3%）

① 監督署と地方運輸機関との合同による監督・監査
② それぞれの機関が把握した改善基準告示違反事案の相互通報（平成30年通報件数･･･1,063件）

過労運転防止の観点から、改善基準告示の内容を国土交通省令に取り込み、事業許可取消処分等の行政処分基準
として機能（トラックの場合は平成13年9月1日～）

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）について
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働き方改革関連法の国会附帯決議事項 （自動車運転者関係）

参議院厚生労働委員会附帯決議（平成30年６月28日）

二、働き過ぎによる過労死等を防止するため、労使合意に基づいて法定労働時間を超えて仕事をすることができる時間外労働
時間の上限については、時間外労働の上限規制が適用される業務だけでなく、適用猶予後の自動車の運転業務や建設事業等
についても、時間外労働の原則的上限は月45時間、年360時間であり、労使は36協定を締結するに際して全ての事業場がまず
はその原則水準内に収める努力をすべきであること、休日労働は最小限に抑制すべきことについて指針に明記し、当該労使
に周知徹底を図るとともに、とりわけ中小企業に対し、その達成に向けた労使の取組を政府として適切に支援すること。

六、時間外労働時間の上限規制が５年間、適用猶予となる自動車運転業務、建設事業、医師については、その適用猶予期間に
おいても時間外労働時間の削減に向けた実効性ある取組を関係省庁及び関係団体等の連携・協力を強化しつつ、推し進める
こと。

七、自動車運転業務の上限規制については、５年の適用猶予後の時間外労働時間の上限が休日を含まず年960時間という水準に
設定されるが、現状において過労死や精神疾患などの健康被害が最も深刻であり、かつそのために深刻な人手不足に陥って
いる運輸・物流産業の現状にも鑑み、決して物流を止めてはいけないという強い決意の下、できるだけ早期に一般則に移行
できるよう、関係省庁及び関係労使や荷主等を含めた協議の場における議論を加速し、猶予期間においても、実効性ある実
労働時間及び拘束時間削減策を講ずること。また、５年の適用猶予後に一般則の適用に向けた検討を行うに当たっては、一
般則の全ての規定を直ちに全面的に適用することが困難な場合であっても、一部の規定又は一部の事業・業務についてだけ
でも先行的に適用することを含め検討すること。
八、自動車運転業務については、過労死等の防止の観点から、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」の総拘束時間等
の改善について、関係省庁と連携し、速やかに検討を開始すること。また、改善基準告示の見直しに当たっては、トラック運転者につ
いて、早朝・深夜の勤務、交代制勤務、宿泊を伴う勤務など多様な勤務実態や危険物の配送などその業務の特性を十分に踏まえて、
労働政策審議会において検討し、勤務実態等に応じた基準を定めること。

九、改正労働基準法第140条第１項の遵守に向けた環境を整備するため、荷主の理解と協力を確保するための施策を強力に講
ずるなど、取引環境の適正化や労働生産性の向上等の長時間労働是正に向けた環境整備に資する実効性ある具体的取組を速
やかに推進すること。

衆議院厚生労働委員会附帯決議（平成30年５月25日）

二 時間外労働の上限規制の適用が猶予される業務について、当該業務特有の事情を踏まえたきめ細かな取組を省庁横断的に
実施して労働時間の短縮を図り、上限規制の適用に向けた環境の整備を進めること。特に、自動車運転業務については、長時
間労働の実態があることに留意し、改正法施行後５年後の特例適用までの間、過労死の発生を防止する観点から改善基準告示の
見直しを行うなど必要な施策の検討を進めること。 2



自動車運転者労働時間等専門委員会（仮称）の設置について （案）

労働政策審議会

労働条件分科会
安全衛生
分科会

職業安定
分科会

障害者雇用
分科会

人材開発
分科会

勤労者生活
分科会

雇用環境・均等
分科会

労災保険部会 最低賃金部会 有期雇用特別部会

自動車運転者労働時間等専門委員会（仮称）
新設

トラック関係
（計６委員）

バス関係
（計６委員）

ハイヤー・タクシー関係
（計６委員）

オブ△（国交省）

○：公益委員 ２人（うち１名（ ）は労働条件分科会委員）
□：使用者側委員２人（各業界の有識者２人）
■：労働者側委員２人（各業界の有識者２人）

専門委員会の委員構成（公労使２人ずつ、計18委員を選出）

改善基準告示（※）の見直しのため、専門的かつ臨時的なテーマの検討の場として、以下の検討体制で対応する。

※ 平成元年労働省告示第７号 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」

○
□□ ■■

○
□□ ■■

○
□□ ■■

報告
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労
働
政
策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
運
営
規
程
（
改
正
案
） 

 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

 
第
一
条 

労
働
政
策
審
議
会
労
働
条
件
分
科
会
（
以
下
「
分
科
会
」
と
い
う
。
）
の
議
事
運
営
は
、
厚
生

労
働
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
七
号
）
第
九
条
、
労
働
政
策
審
議
会
令
（
平
成
十
二
年

政
令
第
二
百
八
十
四
号
。
以
下
「
審
議
会
令
」
と
い
う
。
）
及
び
労
働
政
策
審
議
会
運
営
規
程
に
定
め

る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
規
程
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

第
二
条 

分
科
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
（
以
下
「
委
員
等
」
と
い
う
。
）
の
う
ち
、
労
働
者

を
代
表
す
る
も
の
、
使
用
者
を
代
表
す
る
も
の
及
び
公
益
を
代
表
す
る
も
の
は
、
各
八
人
と
す
る
。  

第
三
条 

分
科
会
の
会
議
（
以
下
単
に
「
会
議
」
と
い
う
。
）
は
、
会
長
の
請
求
が
あ
っ
た
と
き
、
分
科

会
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
又
は
委
員
等
の
三
分
の
一
以
上
か
ら
請
求
が
あ
っ
た
と
き
に

分
科
会
長
が
招
集
す
る
。 

２ 

会
長
又
は
委
員
等
は
、
分
科
会
長
に
会
議
の
招
集
を
請
求
す
る
と
き
は
、
付
議
事
項
及
び
日
時
を

明
ら
か
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

分
科
会
長
は
、
会
議
を
招
集
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
緊
急
や
む
を
得
な
い
場
合
の
ほ
か
、
少
な

く
と
も
七
日
前
ま
で
に
付
議
事
項
、
日
時
及
び
場
所
を
委
員
等
及
び
会
長
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

４ 

前
三
項
の
規
定
は
、
第
五
条
に
規
定
す
る
部
会
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

第
四
条 

委
員
等
は
、
分
科
会
長
の
許
可
を
受
け
て
、
代
理
者
を
出
席
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ

し
、
代
理
者
は
、
審
議
会
令
第
九
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
欠
席
し
た
も
の
と
し
て
取
り
扱
う
。 

第
五
条 

分
科
会
に
、
労
働
者
災
害
補
償
保
険
に
関
す
る
専
門
の
事
項
を
審
議
さ
せ
る
た
め
労
災
保
険

部
会
を
、
最
低
賃
金
に
関
す
る
専
門
の
事
項
を
審
議
さ
せ
る
た
め
最
低
賃
金
部
会
（
以
下
「
部
会
」

と
総
称
す
る
。
）
を
そ
れ
ぞ
れ
置
く
。 

第
六
条 

部
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
の
う
ち
、
労
働
者
を
代
表
す
る
も
の
、
使
用
者
を
代

表
す
る
も
の
及
び
公
益
を
代
表
す
る
も
の
は
、
各
六
人
と
す
る
。 

第
七
条 

部
会
が
第
五
条
に
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
議
決
を
し
た
と
き
は
、
当
該
議
決
を
も
っ
て
分
科

会
の
議
決
と
す
る
。
た
だ
し
、
分
科
会
が
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
議
決
に
係
る
事
項
に
関
し
て
、
分
科

会
の
議
決
を
特
に
必
要
と
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

第
八
条 

分
科
会
に
、
労
働
時
間
に
関
す
る
専
門
の
事
項
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う
必
要
が
あ
る
と

き
は
労
働
時
間
小
委
員
会
を
、
就
業
規
則
、
退
職
手
当
そ
の
他
の
問
題
に
関
す
る
専
門
の
事
項
に
つ

い
て
調
査
研
究
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
き
は
就
業
規
則
等
小
委
員
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。 

第
九
条 

分
科
会
に
、
そ
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
特
に
専
門
的
な
調
査
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
き
は
、

そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
専
門
委
員
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。 

第
十
九
条 

こ
の
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
部
会
の
議
事
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
部
会
長

が
部
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
小
委
員
会
及
び
専
門
委
員
会
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

第
十
一
十
条 

こ
の
規
程
の
改
廃
は
、
分
科
会
の
議
決
に
基
づ
い
て
行
う
。 

 附 

則 

１ 

こ
の
規
程
は
、
令
和
元
平
成
二
十
九
年
十
一
七
月
二
十
五
十
二
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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２ 

第
五
条
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
分
科
会
に
、
当
分
の
間
、
有
期
労
働
契
約
の
特
例
に
関
す
る
専

門
の
事
項
を
審
議
さ
せ
る
た
め
有
期
雇
用
特
別
部
会
（
以
下
「
特
別
部
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。 

３ 
特
別
部
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
臨
時
委
員
の
う
ち
、
労
働
者
を
代
表
す
る
も
の
、
使
用
者
を
代

表
す
る
も
の
及
び
公
益
を
代
表
す
る
も
の
は
、
各
四
人
と
す
る
。 

４ 

特
別
部
会
が
附
則
第
二
項
に
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
議
決
を
し
た
と
き
は
、
当
該
議
決
を
も
っ
て

分
科
会
の
議
決
と
す
る
。
た
だ
し
、
分
科
会
が
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
議
決
に
係
る
事
項
に
関
し
て
、

分
科
会
の
議
決
を
特
に
必
要
と
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

５ 

前
三
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
特
別
部
会
の
議
事
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
部
会
長
が
部

会
に
諮
っ
て
定
め
る
。 
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（案） 

令和元年 11 月 25 日 

労働政策審議会労働条件分科会 

 

自動車運転者の労働時間等に係る専門委員会の設置について 

 

１ 設置趣旨 

 

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第７号）に

ついては、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成 30 年法

律第 71 号）の国会附帯決議事項として、過労死防止等の観点から見直しを求められて

おり、労働条件の基本事項として労働条件分科会において審議を行う。しかしながら、

自動車運転者の多様な勤務実態や業務の特性等に応じ、産業・物流の状況も踏まえた検

討を要するため、労働条件分科会の下に、新たに公労使の三者で構成される自動車運転

者労働時間等専門委員会（以下「専門委員会」という。）を設置し検討を行う必要があ

る。 

 

２ 調査事項 

 

（１） 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」の見直しに係る事項 

（２） その他、自動車運転者の健康確保、過労死防止や労働時間の短縮等に関し、必要

な事項 

 

３ 組織 

 

（１） 専門委員会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員（以下「委員等」という。）

は、労働条件分科会長が指名する。 

（２） 専門委員会に属する委員等のうち、公益を代表するもの、労働者を代表するもの

及び使用者を代表するものは、各同数とする。 

 

４ 運営 

 

 会議の招集、会議への欠席、議事等専門委員会の会議の運営については、専門委員会

において別途定めることとする。 
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